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総務副大臣 藤末 健三 



◎ ① データセンター地域分散化促進税制の創設[国税・地方税、新設] 
 
   ② 公共アプリケーション利活用促進税制の拡充及び延長[国税・地方税、拡充・延長] 
 

◎ ⑦ 過疎地域における事業用設備等に係る特別償却の延長[国税、延長] 

◎ ③ 郵便貯金銀行及び郵便保険会社が日本郵便株式会社に業務委託する際に支払う手数料に係る消
費税の非課税措置の創設[国税・地方税、新設] 

 
④ 過疎地における営業所の住民税・事業税等の非課税措置の創設[地方税、新設] 

 
◎ ⑤ 日本郵便株式会社が所有する一部の固有資産に対して課する固定資産税及び都市計画税に係る

特例措置の延長[地方税、延長]  
 
⑥ 日本郵便株式会社に対する事業所税の非課税範囲の拡充[地方税、拡充]  

平成２５年度 総務省主要税制改正要望 

１ 情報通信関係 

２ 郵政事業関係 

３ 地方自治関係 

※ 「◎」印は総務部門会議における重点要望事項 
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